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〇産総第 125 号
１ 調達内容
 品目分類番号 41
 工事名 革新的環境イノベーション国際研
究拠点（滞在施設改修）（仮称）整備事業 １
式
 工事場所 国立研究開発法人産業技術総合
研究所つくば中央第一事業所 茨城県つくば
市東１１１
 工事内容 本工事は、革新的環境イノベー
ション国際研究拠点（仮称）を整備するため
に、滞在施設の改修等の工事を行うものであ
る。
 工期 令和２年３月31日
 本工事は、価格と価格以外の要素を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式の工事である。
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務づけられた工事で
ある。
 本工事は、仕様書等に基づいた設計に関す
る技術を持つ施工者に、設計と施工を一括し
て発注する工事である。

２ 競争参加資格
 次に掲げる条件を全て満たしている単体又
は特定建設工事共同企業体若しくは異工種建
設工事共同企業体（以下「共同企業体」とい
う。）であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の
契約事務取扱要領第７条及び第８条の規定
に該当しない者であること。

 単体又は共同企業体の代表者は、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係
る競争参加者資格審査事務取扱要領によ
り、「建築一式工事」の「Ａ」又は「Ｂ」の
等級に格付けされている者であること。共
同企業体の代表者以外の構成員は、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係
る競争参加者資格審査事務取扱要領によ
り、「建築一式工事」の「Ａ」又は「Ｂ」或
いは「電気工事」又は「管工事」の「Ａ」
の等級に格付けされている者であること。
なお、経済産業省において当該資格を有
する者は同等級に格付けされているものと
みなす（会社更生法（平成14年法律第154
号）に基づき更正手続開始の申立てがなさ
れている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立て
がなされている者については、手続開始の
決定後、同要領に基づき再格付けされてい
ること）。
 共同企業体の構成員の数は、２社又は３
社とする。
 共同企業体の構成員の最小出資比率は、
均等割の10分の６を下回らない範囲とする
こと。ただし、設計のみを行う場合はその
限りではない。
 共同企業体の代表者は、施工能力が最大
で、かつ、出資比率が構成員中最も高い者
とすること。
 本入札公告の日から開札の時までの期間
に国立研究開発法人産業技術総合研究所の
契約に係る指名停止等の措置要領に基づく
指名停止を受けていないこと。
 競争参加資格の申請の時期及び場所
「競争参加者の資格に関する公示」（平成
31年１月８日付官報）に記載されている時
期及び場所で申請を受け付ける。
 平成21年度以降に次に掲げる基準を満た
す新営工事又は改修工事において、単体又
は共同企業体の代表者にあっては建築一式
工事を元請けとして施工した工事事績を有
すること。（共同企業体の代表者以外の構成
員は建築一式工事、電気工事又は管工事の

いずれかを元請けとして施工した工事実績
を有すること。）（共同企業体の構成員とし
ての実績は出資比率が20％以上のものに限
る。）
 単体又は共同企業体の代表者
ａ) 建物用途 宿泊施設又は類似施設
（共同住宅、寄宿舎、老人ホーム）の
合計面積が過半を超える施設をいう。
ｂ) 構造・階数 鉄骨造、鉄筋コンク
リート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
地上２階以上
ｃ）建物規模 延べ面積3000以上
 共同企業体の代表者以外の構成員
ａ) 建物用途 宿泊施設又は類似施設
（共同住宅、寄宿舎、老人ホーム）の
合計面積が過半を超える施設をいう。
ｂ) 構造・階数 鉄骨造、鉄筋コンク
リート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
地上２階以上
ｃ）建物規模 延べ面積1500以上

４ 入札書の提出場所等
 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所及び問い合わせ先 〒3058561 茨城県つ
くば市東１１１ 国立研究開発法人産業
技術総合研究所 環境安全企画部環境安全企
画室 飯村又は大竹 電話0298612142
 入札説明書の交付期間及び方法 令和元年
12月25日から令和２年２月25日まで 上記４
において交付する。（土曜日、日曜日、祝日
及び年末年始（12月29日から１月３日）は除
く。交付時間９時から17時まで。)
 現場説明会の日時及び場所 現場説明会は
希望者を対象に実施する。令和２年１月20日
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くば西事業所
 競争参加資格確認申請書及び関係資料の提
出期限 令和２年２月25日17時 提出場所４
に同じ。
 入札書の受領期限及び受領場所 令和２年
３月19日17時（郵送による場合は必着のこ
と。）
 開札の日時及び場所 令和２年３月23日
11時 国立研究開発法人産業技術総合研究所
つくば中央第１事業所１１棟３階第４会
議室

 単体又は共同企業体は、次の基準を満たす
監理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。
 １級建築工事施工管理技士又はこれと同
等以上の資格を有する者であること。なお、
「これと同等以上の資格を有する者」とは、
１級建築士の免許を有する者又は国土交通
大臣若しくは建設大臣が１級施工管理技士
と同等以上の能力を有する者と認定した者
をいう。
 平成21年度以降に、上記２の基準を
満たす新営工事又は改修工事において、躯
体、外装のほか内装を含む建築一式工事を
元請けとして施工した経験を有する者であ
ること（共同企業体の構成員としての経験
は出資比率が20％以上のものに限る。）。
 監理技術者資格者証及び監理技術者講習
修了証を有する者又はこれに準ずる者であ
ること。

３ 総合評価に関する事項
 落札者の決定方法
 入札価格及び提案内容による総合評価
は、入札価格が予定価格の範囲内である競
争参加者のうち、競争参加者の「標準点」

と「加算点」の合計（技術点）及び入札価
格で落札者を決定する。詳細については入
札説明書による。
 「」の数値が最も高い競争参加者が２
人以上であるときは、直ちにくじにより落
札者を決定する。

 総合評価の方法
 入札説明書に示された競争参加資格を全
て満たしている場合は適格とし、標準点を
与える。
 提案内容が優れていると認められるもの
については、入札説明書に定める評価項目
ごとの得点配分に基づき、その程度に応じ
て加算点を付与する。

 評価項目
 企業の能力等
 技術者の能力等
 技術提案
 評価基準 評価基準の詳細は入札説明書に
よる。
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